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Ⅰ　はじめに
近年、災害は大規模化・多様化し、日本各地で大
震災や豪雨災害が多発している。九州においても、
最大震度 6 弱を記録した福岡県西方沖地震（2005
年 3 月 20 日）、最大震度 7 を観測した熊本地震（2016
年 4 月 14 日）などの大震災や、九州北部豪雨（2017
年 7 月）などの豪雨被害が発生している。日本赤十
字九州国際看護大学（以下、本学とする）の位置す
る福岡県宗像市には、宗像市沖ノ島付近から福岡県
朝倉市にかけて分布する西山断層帯（図 1）1）があり、
断層帯が活動した場合はマグニチュード 7.3 程度の
地震が発生することが想定されている 2）。宗像市防
災マップには、宗像市街で震度 6 強、吉武地区・ア
スティ地区で震度 5 強の予測が示されている。また、
宗像市は過去に何度も風水害による被害を受けてお
り、豪雨による釣川の氾濫から赤間駅周辺に家屋浸
水の被害が発生している。同様に宗像市防災マップ
によると、赤間駅周辺は内水浸水想定区域として 1.0
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　近年、災害は大規模化・多様化し、日本各地で大震災や豪雨災害が多発している。九州においても、熊本
地震などの大震災や、九州北部豪雨などの豪雨被害が発生している。日本赤十字九州国際看護大学の位置す
る福岡県宗像市には、西山断層帯があり、宗像市街で震度６強の地震が発生すると予測されている。また、
最寄りの赤間駅周辺は過去に何度も風水害による浸水被害が発生しており、本学の学生、教職員が多く利用
する場として警戒が必要である。
　本学では災害対応マニュアルが整備されているが、マニュアルを用いた訓練を過去に実施した経験はなく、
その実用性について検証はされていなかった。多種多様な災害が全国各地で発生していることから災害対策
の構築は喫緊の課題である。今回、危機管理委員会を主体として、本学災害対応マニュアルの改訂と発災時
の対応能力向上に取り組んだ。災害訓練では、CSCA の原則に沿って、組織構成とアクションカードを用い
た対応が可能となった。安否確認ツールには災害時の送受信を可能とし、一括集計で迅速化と効率化を図る
ため Office と Google フォームを活用したクラウド型安否確認ツールを導入した。これらの結果を踏まえ、
BCP を強化した災害対応マニュアルを改訂する予定である。今回、重点的に取り組んできた、災害訓練、研修、
安否確認ツールの構築の成果と今後の課題について報告する。
キーワード：災害対応マニュアル、災害訓練、安否確認ツール、大学危機管理
〜 2.0m 未満と予測されており、本学の学生、教職
員が多く利用する場としても警戒が必要である。
本学では、これまで種々の危機に対する対応マ
ニュアル 3）を作成し、感染症や火災発生時の対応
をはじめ、地震や風水害、その他の自然現象による
災害についても対応マニュアルが整備されてきた。
しかし、災害対応マニュアルを用いた訓練を過去に
実施した経験はなく、その実用性について検証はさ
れていない。多種多様な災害が全国各地で発生して
いることから、予期せぬ災害発生時に迅速、かつ的
確な災害対応が可能であるのか早急に検証する必要
があった。同時に災害対応マニュアルは作成後 5 年
間見直しがされておらず、旧体制の組織編成や現状
の大学機能と適合しないアクションカード、更新さ
れていない非常物品管理表など、大幅な見直しが必
要であった。また、災害発生時に学生及び教職員の
命を護ることはもちろん、災害後は大学としての機
能を一刻も早く取り戻し、教育活動や研究活動を被
災前のレベルに戻すことが求められる。このように、
大学としての責任と役割を果たすためにも、災害対1）日本赤十字九州国際看護大学
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応マニュアル改訂と発災時の対応能力向上への取り
組みは喫緊の課題であった。　
今回、危機管理委員会を主体として、学長指定研
究グループ（代表研究者：大重）と本研究グループ
が連携し、本学災害対応マニュアルの改定と発災時
の対応能力向上に取り組んだ。これを災害対応マ
ニュアルプロジェクトと称し、作業分割構成図とス
ケジュールに基づいて改訂作業を継続している。今
回、現在までに取り組んできた、災害訓練、研修、
安否確認ツールの構築の成果と今後の課題について
報告する。
Ⅱ　用語の説明
危機管理委員会：日本赤十字九州国際看護大学に
おける災害危機、健康危機、環境危機及び社会問題
発生等の危機管理に関する事項を審議し、その結果
に基づき対応するために置かれた委員会である。
学長指定研究：学長が本学の教育研究の発展のた
めに必要であると指定した研究であり、当該研究グ
ループは、主に災害看護に関する研究に取り組んで
いる。
CSCATTT（表 1）：これは大事故災害の医療活
動の運営の「基本」である。CSCA は対応の運営部
分を意味し、TTT は提供される医療支援を表す。
このアプローチは 7 つの基本原則に要約される４）。
BCP： 事 業 継 続 計 画（Business continuity 
planning）。震災などの緊急時に低下する業務遂行
能力を補う非常時優先業務を開始するための計画
で、遂行のための指揮命令系統を確立後、業務遂行
に必要な人材・資源、その配分を準備・計画し、タ
イムラインに乗せて確実に遂行するためのものであ
る５）。
Ⅲ　目的
本学の危機管理体制を整備するため、災害対応マ
ニュアルおよび、発災時対応の問題点を抽出し、計
画的、かつ段階的に問題点の改善に取り組み、災害
対応マニュアルと発災時の対応能力向上を図ること
を目的とする。
Ⅳ　方法とスケジュール
１． マニュアル改訂（検討、報告、決定）：危機管
理委員会（1 回 / 月実施）
２．災害訓練および災害対応に関する研修
１）2017 年 8 月 22 日：第 1 回災害訓練
２） 2018 年 1 月 15 日：FD/SD 研修（災害対応の
基本〜平成 29 年度災害訓練評価を踏まえ大学
としての役割を果たすために〜）
３）2018 年 8 月 30 日：第 2 回災害訓練
３．安否確認ツールの構築
１） 2017 年 7 月〜平成 30 年 3 月：学内メールシス
テムの変更、Google フォームの構築
２） 2018 年 2 月 28 日：第 1 回安否確認ツールトラ
イアル訓練（職員対象）
３） 2018 年 5 月 22 日：第 2 回安否確認ツールトラ
イアル訓練（教職員対象）
Ⅴ　倫理的配慮
日本赤十字九州国際看護大学危機管理委員会にお
ける委員会活動の一環であり、教職員に対し、災害
訓練及び、安否確認ツールトライアル訓練の趣旨と
必要性を事前に説明の上、協力を得て実施した。研
修中の写真や動画を撮影することおよび、論文中に
図１　西山活断層
表１　CSCATTT
CSCA（運営） TTT（医療支援）
Command（指揮）
Safety（安全）
Communication（情報伝達）
Assessment（評価）
Triage（トリアージ）
Treatment（治療）
Transport（搬送）
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公開することについて研修参加者に承諾を得、さら
に実践研修の報告書として公開することについて
は、委員会内で了解を得た。
Ⅵ　実際
１．第１回災害訓練
１）訓練の目的
災害対応マニュアル（災害時アクションプラン）
に基づく対応の課題を明らかにし、災害発生時の危
機管理体制の整備、宗像市との協定事項の再検討に
つなげることを目的とした。
２）訓練の目標
（１） 災害対応マニュアル（災害時アクションプラ
ン）に基づく対応の課題がわかる。
（２） 学生、教職員の安否確認の実態と課題がわか
る。
（３）非常用設備、非常食等に関する課題がわかる。
（４） 夜間帯を通して大学が福祉避難所となった場
合の課題がわかる。
（５） 教職員、学生の災害対策への認識を高めるこ
とができる。
３）訓練の方法
（１） 日 時：2017 年 年 8 月 22 日（17：00 〜 20：
00）
（２） 参加者：教職員 26 名（参加率 33.7%）、学部
生 10 名
（３） 担当者役割：評価者 2 名、シナリオ付与者 1
名
（４） 災害設定（シナリオ）
2017 年 8 月 22 日午後 5 時、宗像市震源とする
M7.3（震度 6 強）の地震が発生。広範囲にわたり
家屋の倒壊などの被害が見られた。夏休み期間中で
学内には数名の学生がいた。また、赤間地区アパー
ト暮らしの学生たちが、余震によるアートの被害を
おそれ大学に集まりだした。また、近隣の指定避難
所に入りきれなかった人々や要配慮者に対し、市か
らの要請で学内に福祉避難所の設置が要請された。
本学の被災状況は建物被害はないものの、電気は使
えない。ガスはプロパンが使用可能で、水は貯水タ
ンクが利用可能である（経時的なシナリオは省く）。
２．FD/SD研修
１）研修開催の趣旨（目的）
2017 年 8 月 22 日の災害訓練において、災害対策
本部の立ち上げ、組織編成、本部機能と教職員の役
割分担、安否確認のためのツール、非常物品・資機
材等に関する問題点が明らかとなった。また、教職
員全体の課題として、災害対策に対する意識の低さ
や理解不足があることもわかった。大学の危機管理
体制の整備に向け、災害対応マニュアルを改善し、
継続的に災害訓練を計画する必要があるが、まずは
教職員に対する災害対策への意識向上と知識を獲得
するための取り組みが必要と考えた。そこで、教職
員全員を対象とした災害発生時における基本的知識
の習得を目的とした研修を起案した。これは全学を
あげた取り組みであるべき事項であるため、危機管
理委員会および FD/SD の共催として実施した。
２）研修の目標
（１） 発災時の基礎的な災害対応について知ること
ができる。
（２） 本学の災害対策の課題を共有し、今後の対策
について理解できる。
３）研修の方法
（１） テーマ：災害対応の基本〜 2017 年度災害訓
練評価を踏まえ大学としての役割を果たすた
めに〜
（２） 講師：本学クリティカルケア・災害看護領域
助教 清末定美
（３）日時：2018 年 1 月 15 日（14：50 〜 16：20）
（４）対象：教職員 47 名（参加率 61.8%）
３．安否確認ツールの構築とトライアル訓練
１）安否確認ツールの構築
災害訓練で抽出された問題点の一つに、学内サー
バーを使用した現状の方法では、災害発生時に確実
な安否情報を収集できない恐れがあることがわかっ
た。今回、災害発生時の場合もメールの送受信を可
能とするため、学内サーバー型のメールシステムか
らクラウド型である Office（Outlook）を導入した。
その上でスマートフォン等の携帯端末へ Office のア
プリを設定し、危機管理メールに対する送受信の確
実性（見逃し防止）を図った。そして、安否確認の
返信入力先には同じくクラウド型の Google フォー
ムを活用し、スプレットシートの一括集計機能によ
り、リアルタイムな集約と情報の確認を可能とした。
このように Office と Google フォームを活用したク
ラウド型安否確認ツールを構築した。
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２）第 1 回安否確認トライアル訓練
（１）訓練の目的
　安否確認ツールを利用した危機管理メール送信の
確認と安否情報集約の確実性を評価し、安否情報を
取り扱う職員が操作方法を理解することを目的とし
た。
（２）訓練の方法
①　 日時：2018 年 2 月 28 日（12：20 訓練メールを
送信）
②　対象：職員
③　方法：対象には事前に告知して実施した。
３）第 2 回安否確認トライアル訓練
（１）訓練の目的
発災時に活用できる安否確認ツールにするために
問題点を抽出することを目的とした。
（２）訓練の方法
①　 日時：2018 年 5 月 22 日（12：20 訓練メール送信）
②　 訓練の日時を学部生、教職員には告知しない状
況下で、危機管理メールに対する返信率と返信
結果の集約に要する時間を調査した。
４．第２回災害訓練
１）訓練の目的
災害対応マニュアル（災害時アクションプラン）
に基づいた対応が可能であるのかを検証し、災害発
生時の危機管理体制の整備の再検討につなげること
を目的とする。
２）訓練の目標
（１） 災害対応マニュアル（災害時アクションプラ
ン）を基にし、組織としての動きがとれる。
（２） 学生、教職員の安否確認を迅速に把握できる。
（３） 一時避難所としての役割を果たすための課題
が抽出できる。
３）訓練の方法
（１）日時：2018 年 8 月 30 日（17：00 〜 19：10）
（２） 参加者：教職員 26 名（参加率 33.7%）、学部
生数 8 名
（３） 担当者役割：評価者 2 名、シナリオ付与者 1
名
（４） 災害設定（シナリオ）
2018 年 8 月 30 日午後 5 時、宗像市震源とする
M7.3（震度 6 強）の地震が発生。広範囲にわたり
家屋の倒壊などの被害が見られた。本学の被災状況
は一部建物被害（ガラスの破損）があり、学生数名
が負傷している。体育館裏側の土砂の崩落がある。
ライフラインは、停電し、ガスは使用不可で、水は
貯水タンク内の水だけが利用可能。電車・バスはス
トップし、国道 3 号線は渋滞している。高速道路は
全面通行止め。夏休み期間中で学内には数名の学生
がいた。学外の教職員は来校できない状況である（主
な経時的シナリオを表２に示す）。
Ⅶ　結果と対策
１．第 1回災害訓練
１） 災害対応マニュアル（アクションカード）に基
づく対応の課題がわかる。
教職員全体の印象として、災害マニュアル、アク
ションカードの認知度が低いことがわかった。現行
の災害対応マニュアル（2014 年 10 月作成版）を使
用したが、災害対策本部の設置場所や本部長や副本
部長などの組織構成や人員配置に時間を要した。そ
のため、組織構成および暫定災害本部の設置につい
てもマニュアルに記載することとした。また、災害
マニュアル、アクションカードの非常時持ち出し用
の保管場所が不明であり、またアクションカードが
担当課別に作成されているため、担当部署の職員が
いなければ行動がとりにくいことがわかった。災害
マニュアル、アクションカードは非常時持ち出し用
の保管場所を決め、アクションカードは参集した職
員が誰でも実行可能なように内容を見直す必要があ
る。今回の訓練で実行できたアクションカードの内
容については図 2 に示す。
また、非常物品や資機材の保管場所が明示されて
いないため、トランシーバー、照明器具、懐中電灯
などの必要物品を迅速に揃えることができず、夜間
にかけての訓練であったため建物内の人員の有無、
破損状況やライフラインの情報収集に時間を要し
た。他にもビブスや腕章、ヘルメット、ホワイトボー
ドは備品数が不足していたため、誰が何の担当者な
のかわからない、すべての情報を記述できない、身
の安全を守れていないなどの問題点も明らかとなっ
た。
２）学生、教職員の安否確認の実態と課題がわかる。
現行の方法は、学内サーバー経由で安否確認メー
ルを一斉発信し、学生および教職員の各々がメール
で返信するものであった。しかし、この方法では、
停電時に非常電源が作動した場合でも学内サーバー
が破損すればメールの送受信は遮断されることがわ
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表２　第２回災害訓練シナリオ
時間 シナリオ 本部長・本部の役割
17：00 災害発生：一斉放送
「訓練、訓練。ただいま宗像市を震源とする震度６強の
地震が発生しました。学生は安全な場所へ避難してく
ださい。教職員は事務室にご参集ください」
□教職員を事務室に参集するように総務課に指示
17：10 災害対策本部設置（宣言）災害対策本部長：田村学長
「災害対策本部設置基準に基づき、災害対策本部を設置
する。以後、災害対策本部長を学長とし、事務室を本
部とする。また、本学の災害対応マニュアルに準じた
対応を実施する」
災害対策本部長より以下の指示
□災害対策本部設置を宣言
□応接室に本部を設置指示
　（組織・役割の決定とビブス着用指示）
□教職員と学生の安全確保（ヘルメット着用）
□学生・教職員の安否確認メールの発信
　（学外教職員への待機指示）
□学内にいる学生・教職員の集約
□負傷者の把握
□建物被災状況、ライフラインの把握
□通信機器の状況把握、無線機の準備・活用
□記録と報告の指示（組織図・人員把握・時系列）
17：15 負傷学生 1 名が本部へ
「講義棟 1F のガラスが割れて、2 名ケガしています。
救助をお願いします。」
□負傷者の救助を指示
　（無線機の活用）
□救護室の設置、保健室の準備を指示
□安全確認を指示
　（二次災害の可能性の評価）
□状況を把握
　（救急車要請判断）
17：20 図書館職員が本部へ
「学生 1 名が本の下敷きになっているので救助して欲し
い」
□負傷者の救助を指示（無線機の活用）
□安全確認を指示
　（二次災害の可能性の評価）
17：30 □安否情報、負傷者情報の集約
□被災状況（ライフライン・通信機器）
17：40 教職員 1 名が事務室へ
「トイレの水が流れないです、トイレの電気がつかない
です」
□簡易トイレ設置の指示（設置者と場所の検討）
□照明器具設置の指示（設置者と場所の検討）
保護者より数件の電話がある
「子どもと連絡が取れない、大学にいるのか知りたい」
「子どもがバスで閉じ込められているらしい。どうした
らいいか」
学生から数件の電話がある
「来週のテストは予定通りありますか？」
「来週から始まる実習ですが、予定通りですか？」
安否確認メールへの返信内容
「バスが停まって動かない、どうしたらいいか」
「JR 東郷駅で停まっている、家に帰れないけど、大学
に戻った方が良いか」
「自宅アパートの破損がひどい、大学に避難できるか？」
など
□保護者対応を指示
□状況の集約と対応を指示（記録を指示）
□カリキュラムの検討と学生へのアナウンス
□安否確認情報を本部へ報告
17：50 宗像市より避難所として住民の受け入れ要請
「こちら宗像市役所です。地域の住民が避難所に入りき
れず、貴学を避難所として移動されているという情報
があります。正確な人数は把握できていませんが、10
〜 50 人程度と思われます。中には車椅子の要援助者も
いらっしゃるようです。避難された住民の皆様の受け
入れをお願いします」
□宗像市からの電話への対応
□要請内容と確認と避難所開設の準備指示
　（担当責任者を決めて検討を指示）
□避難所開設可能か確認と判断と要請
　（不足物品があれば支部、宗像市へ要請を検討）
帰宅希望の教職員への対応
「自宅の子どもと連絡が取れない、心配だから帰宅した
い」という教職員が現れる。
帰宅困難な学生と教職員への対応、夜間の対応・食事
等の指示、明日の大学運用の指示
□帰宅希望、帰宅困難な教職員・学生への対応
□寝具・食事の調整
□翌日以降の大学運営の決定
情報の集約と今後の対応を整理して終了 □状況と情報の集約
□今後の対応と問題点と対策の検討と指示
19：00 日赤本社より状況確認の電話あり
「こちら日赤本社です。被災状況を教えてください」
□集約した情報の報告と要請の依頼
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かった。また送受信ができたとしても、学内メール
システムから携帯端末へ転送設定をしていない者は
メールの受信に気づかず、結果、情報集約に遅れが
でることが予想された。また、学生・教職員から返
信された 1 件 1 件のメールを数名の職員が手作業で
集約するため、未返信者（安否不明者）を把握する
までに 5 時間以上の時間を要していた。また集約に
欠かせないプリントアウトされた学生・教職員名簿
が非常時用として保管されておらず、名簿をプリン
トアウトするまで集約作業が中断された。事務室が
損壊した場合、書類のプリントアウトも困難となる
ことを想定し、非常時にすぐ持ち出せるように保管
しておく必要があった。
３） 非常用設備、非常食等に関する課題がわかる。
電気錠は停電時に自動的に開錠するため出入りは
可能であることがわかったが、マスターキーの取り
扱いについて明確な取り決めが不足していた。発電
機や灯光器などの照明機器、非常用トイレは準備さ
れているが、その取り扱い方法を理解している者は
数名であった。また、これらの保管場所を示した案
内図、名称表記も不明確で、定数管理についても課
題が明らかとなった。誰もが使用できるように取り
扱い方法の記載、保管場所や名称の明記、管理方法
について検討する必要がある。
また、非常食と飲料水は 500 人分× 3 日分が常備
されており、賞味期限等の管理は問題なく実施され
ていた。しかし、電気・ガスが使えない場合に非常
食を温めたり、炊き出しができるような設備につい
ては検討する必要がある。
４） 夜間帯を通して大学が福祉避難所となった場合
の課題がわかる。
福祉避難所を本学に設置する場合、非常用電源、
ベッドやリネン類、障害者用トイレなど、設備上は
可能であるが、福祉避難所設営にあたっては宗像市
との協力体制の整備、非常用設備や対応する人員、
カリキュラム運用等に対して様々な調整が必要とな
る。また、本学は建物の特徴として外壁ガラスが多
く使用されており、裏山は崖崩れ発生の危険区域で
あることが防災マップで示されている。このような
条件も考慮した上での検討が必要である。災害対応
マニュアルには近隣住民の避難者を収容する可能性
も含め、避難所または福祉避難所としての内容を盛
り込む計画とする。
５） 教職員、学生の災害対策への認識を高めること
ができる。
今回の訓練は夏休み期間中ということもあり、教
職員 29 名と学生 10 名が参加して実施した。本学で
の災害訓練は初めてであったが、参加した教職員は
積極的に訓練に臨み、「今回のような災害訓練を年
に 1 回は開催したほうがよい」という意見も多数
あったことから、災害対策への意識を高める機会と
なったと考える。一方、参加していない教職員も半
数以上と多く、今後は毎年災害訓練を実施すること
で学内全体の災害対策への認識を高めていく必要が
ある。
２．災害に関する FD/SD研修
１） 発災時の基礎的な災害対応について知ることが
できる。
学習目標の到達度はアンケート調査を実施して評
価した（31/47 名回答：回収率 65.9%）。
災 害 対 応、 災 害 医 療 の 基 本 原 則 と な る
CSCATTTとBCPについては「初めて聞く内容だっ
た」「聞いたことはあった」が 90% 以上を占めた（図
３・図４）。災害対策マニュアルやアクションカー
ドの理解についても、教職員の認知度は低いことが
示された。今回の研修で災害対応の基本となる知識
図２　実行されたアクションカード
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は自己評価５段階スケール（1：まったくそう思わ
ない〜 5：たいへんそう思う）において、「CSCATTT
についてどのくらい理解できましたか」では 4 以上
が 74.2%（図５）、「BCP についてどのくらい理解で
きましたか」では 4 以上が 61.3%（図６）、「今後の
本学の災害対策に活用できる情報を得ることができ
た」では 4 以上が 80.7％（図７）であり、学習目標
について概ね達成したことが確認できた。また、災
害対策に対する関心にも良好な影響を与える研修で
あったことが示された（図３）。
図３　CSCATTTの認知度（研修前）
図４　BCPの認知度（研修前）
図５　CSCATTTの理解度（研修後）
図６　BCPの理解度（研修後）
図７　災害対策に活用する情報の習得（研修後）
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２） 本学の災害対策の課題を共有し、今後の対策に
ついて理解できる。
自由記載では、教職員の災害への危機感のなさ、
マニュアル改訂への要望、危機管理体制の見直しと
再構築が必要などの指摘があった。一方、教職員ま
たは部署が感じている課題を共有したことで、今後
の取り組みや実務的訓練の実施に期待する意見も
あった。災害対応マニュアルの改訂とともに全学的
な取り組みを強化させていく必要性を再認識するこ
とができた。
３．第 1回・第 2回安否確認トライアル訓練
１）第 1 回
職員 32 名の協力を得て、安否確認ツールを利用
した危機管理メールの発信と、安否情報の集約が可
能であるかを確認することができた。また、安否情
報を取り扱う職員も Google フォームの操作方法を
習得し、スプレットシートを用いた集約が可能であ
ることを確認した。
２）第 2 回
訓練の日時を学部生、教職員には告知しない状況
下で、危機管理メールへの返信率は学生 56.5%（返
信者数：252/446 名）、教職員 100%（返信者数：
77/77 名）であった。返信しなかった学部生は、「訓
練を知らなかった」、「携帯に転送設定（またはアプ
リの設定）していなかったのでわからなかった」と
いう理由が大半を占めていた。安否確認メールは危
機管理のメールとして、ポータル学務システムを経
由せず、直接、大学から付与された個人のアドレス
へ送信しているが、携帯端末への転送設定、また
は Office のアプリを設定していない学生は、自ら
Office のメールサーバーにアクセスするまではメー
ルに気づかないことが明らかとなった。学部生には
ガイダンスを通して設定方法を周知していたが、返
信のなかった学部生全員に対して、直接、事務職員
から設定の徹底を行うこととした。
情報集約は Google フォームのスプレットシート
に随時登録されるため、時間を要せず、リアルタイ
ムで集約が可能となった。ただし、学部生と教職員
の返信データ入力先を 1 枚のスプレットシートとし
たことで、学部生の情報を集約する学生課と教職員
の安否を集約する総務課が同時にデータの並び替え
やフィルター機能が使用できず、作業が中断される
状況であった。迅速な情報集約のために、スプレッ
トシートは学部生と教職員で分別することで効率化
を高めることとした。
４．第 2回災害訓練
１） 災害対応マニュアル（災害時アクションプラン）
を基にし、組織としての動きがとれる。
今回の訓練では、改訂中の災害対応マニュアルを
用いて実施した。CSCA に焦点をあて、一部、大学
の機能維持を盛り込んだシナリオを設定してその評
価を行った。訓練の結果と必要となる対策を以下に
記述する。また、参加した教職員の意見と気づきを
表 3 にまとめた。
本部の立ち上げに関しては本部長による明確な宣
言と、教職員参集のための学内放送も迅速に実施さ
れた。学内にいる教職員が参集し、改訂した組織編
成図に基づいて組織構成と人員配置も短い時間で決
定された。アクションカードは既存のものを見直し、
バーションアップしたものを使用した。人員が限ら
れるなかで役割を兼任する教員の役割も多かった
が、普段の業務が活かされ、アクションカードに準
じた対応が実施された。ライフラインや建物破損状
況の把握についても情報収集用紙とトランシーバー
を使用することで、前回の訓練と比較すると効率よ
く情報が集約されるようになった。本部での情報集
約にはホワイトボードに加えてライティングシー
トを用いることで詳細な情報が経時的に記述され
（写真１）、本部にテレビを設置して外部の情報を
取り入れるための対応も実施された。Command & 
Control と Communication では、状況設定に対し
て本部設置、組織構成、アクションカードに基づく
対応、情報集約が実施できたため、前回の訓練で抽
出された問題点については改善されたことを確認で
きた。課題として、トランシーバーの充電が常時さ
れていないため充電量の少ないものがあったこと、
現場点検において点検済みと未点検の箇所が不明確
で他の班と重複して点検していたこと、大学の構内
図が用意されていなかったため情報集約に曖昧な点
があったこと、照明器具（懐中電灯）の本数が不十
分で夜間の点検に困ったことなどが報告された。こ
れらの対しては、充電対策、大学構内図の用意、点
検箇所の重複や見落としの防止と効率的な情報を集
約方法の改善、必要物品の購入について見直しを行
う。また、実際には学園本部などの関係機関への報
告や調整も必要となるため、調整者を決めること、
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そして JR、西鉄バス、宗像市役所、日本赤十字社
等の連絡先を一覧にして掲示しておく必要があるこ
とがわかった。
Safety では、ヘルメットを装着せずに現場点検
や傷病者の救助に向かう教職員もおり、非常に危険
であった。前回の訓練同様、ヘルメットの在庫数を
整備することと、教職員一人一人が身の安全を守る
ことの意識を高める必要がある。
Assessment では、大学の機能維持という観点で
は、本部要員は適宜集まって現状の情報整理や、未
解決な問題への対策を協議する必要があった。可能
であれば大学施設や設備の破損状況について写真に
撮って、状況を残しておくことが大学機能維持の判
断には重要となるため、カメラ等の準備も必要とな
ることがわかった。また、今回のシナリオでは、学
部生や保護者からの問い合わせを組み入れたこと
で、翌週の定期試験や臨地実習など、カリキュラム
の運用についても適切なアセスメントのもとで判断
し、学部生や教職員に周知することの認識を得る機
会となったと考える。
２）学生、教職員の安否確認を迅速に把握できる。
まず教職員が参集した際に点呼をしていなかった
ため、教職員が集まった時点で学内にいる教職員を
確認することは必須であった。安否確認のメール発
信は、本部長指示により災害発生後すぐに総務課か
ら発信された。学生名簿や教職員名簿は非常時用と
して保管されていたものをすぐに用意することがで
きた。しかし、情報を集約する職員が 1 名しか確保
できていなかったこと、本部と別の場所（事務室）
で作業を行ったことで、保護者からの学生の安否に
関する問い合わせに対する返答が即座にできず、本
部との連携に問題があった。また、1 名で集約した
ことで時間も要していたが、訓練中の人員配置の見
直し、役割分担の再構築について課題が残った。
３） 一時避難所としての役割を果たすための課題が
抽出できる。
今回のシナリオでは 10 〜 50 名、もしかするとそ
れ以上の地域住民が本学に避難される可能性がある
設定として、避難所の開設について本部で検討する
機会を設けた。場所については建物の破損状況とラ
イフラインを考慮して避難所場所を設定した。担当
となった教職員は、照明機器や簡易トイレの準備、
学生用非常食の準備など、本部の指示に従いながら
実際に準備することができた。また、シナリオの中
で、帰宅希望の教職員も設定し、人員配置の難しさ
や避難所として開設する場合、大学教職員だけでは
対応が困難な場合もあるため、宗像市との連携、協
議を継続していく必要がある。
Ⅷ　考察（成果と課題）
大学の災害対策として重点的に取り組んでいる災
害対応マニュアルの整備と対応能力向上のために実
施した災害訓練、研修、安否確認ツールの構築につ
いて報告した。本学で初めて実施した第 1 回、そし
て第 2 回の災害訓練で得られた問題点を解決させて
いくため、段階的に計画を進めている。特に災害発
生時に重要となるのは本部機能の充実であり、基本
原則の CSCA の視点で訓練を実施し、一定の改善
と評価を認めたことは、大学として最低限の準備を
整えることができてきたと考える。特に大学におい
ては、学生・教職員の命を護ることはもちろんのこ
と、教育活動のみならず研究活動も速やかに被災
前のレベルに戻すことが求められており６）、大学と
しての機能を維持していくことは重大な責任と言
える。また、本学は国際看護大学として留学生や
JICA 等の研修生を受け入れている。本部要員が「留
学生への対応も検討が必要」と発言しているように、
災害発生時において外国人は要配慮者として支援体
制を考慮しておく必要がある。このように研修を通
して教職員の BCP に対する意識が高まったことも
一つの成果と言える。
安否確認ツールは、クラウド型のツールを構築し
たことで、災害時でもインターネット環境下であれ
ば問題なく使用できるツールであることを確認でき
た。大学では平常時であっても必ずしも全学生の出
写真１　情報集約の様子
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表３　参加した教職員の意見・気づき
役割・部署 意見・気づき
１）本部長（学長）
副本部長（副学長）
副本部長（学部担当）
副本部長（危機管理
委員長）
副本部長（研究科担
当）
・ 前回よりは何をしたらよいかがわかった。今回のような訓練は１年に１回していくべきである。
教職員全員が協力して動くことができた。
・ 組織図の大きなもの、関係機関の連絡先は本部立ち上げた時に必要になるから作っておいて貼
るだけにしておけばよい。
・日頃から準備できるところは準備して対応する。
・ 学生と教職員の安否確認で学務課と協働して行ったが、場所が事務室内であった。本当はリア
ルタイムで本部（応接室）の状況を見ながらやれたら良かったが…
　 資料をプリントアウトするには事務室でやらねばならない、本部の場所はどこがよかったのか
検討が必要である。
　10 分おきに〇年生●人とリアルに状況を伝えていく方が良かったかもしれない。
・ 帰宅困難学生については、留まっている場所が安全であればそこにいるように指示した。連絡
がつかない学生についても随時情報共有をした。
・ 大学内の配置図、関係機関一覧は事前に必要である、災害発生して記載しているようでは間に
合わない。
・ 院生への連絡は学務課が安否確認し実施できた。この際留学生がいるか等の情報共有が抜けて
いた。
２）総務課 ・錯綜する情報のなかで無線機使用が難しかった、訓練を重ねていく必要がある。
・ 被害状況の集約、倉庫にある物品を持ってきてもらう等手伝ってもらったが、何がどこにある
のかが全員把握できていない状況である。何がどこにあるのかわかるように表示をして、依頼
をしたら誰でも動けるようにそういった体制を作りたい。
・ 食料品は明るいうちであればどこにあるか、賞味期限も確認できるかわかるが、倉庫の入り口
あたりに写真やラベルで提示するとよい。
・ トランシーバーの普段から充電できているのか？通常であれば使用した人が使用後充電をして
所定の位置へもどすようになっているが、今回も何台が未充電のものがあったため今後徹底さ
せたい。
３）財務課 ・物の配置についてスペース整備を日頃からやってはいるが追いつけていない状況。
・ 簡易トイレや簡易発電機もこういう機会に使ってみることが重要、組み立ては説明書を見なが
らであったため時間を要した
・ トイレをどこに設置するか本部で話し合ったが、事前にどこに設置するのか決めておいた方が
よい。
４）学務課 ・ １人で対応し、本部と事務室を行き来した、安否確認と集計で十分にできない状況だった。学
務課内でこういった事例が発生した場合、各自何を担当するか決めておきたい
・ 教職員の安否確認は学務課で担うべきか？学生、教職員ともに１つのシートで集計を行ってい
たが、これは分けた方が集計しやすい。教職員の安否確認は総務課が対応する
９）保健室 ・ 鍵が通常かかっているため発災時鍵を取りに行く必要がでてくる、災害時に使用する物品は別
に準備しておいた方がよいのか検討が必要。
・ ２階にある保健室を救護場所が本当によいのか？ケガ人が１階にいたが、２階まで移動が必要
であった。
・救護室にトランシーバーがなく、誰が、どの程度のケガ人が来るのか分からない状況だった。
・どこを救護所にするかも早めに決めておくべきだ。
・ EV が使用できなくなった時にケガ人をどこに寝かせるのか、保健室は狭く大人数は収容できず
２か所になると人員が更に必要になってくる。
・出血が多い場合、圧迫止血する道具もない。
・ 救急車もどのレベルで要請したらよいのか、救急車が本学までこれない時どうしたらよいか具
体的に決めていた方がよい。
10）救護者移送 ・どのルートを通れば安全に行けるのかを考える必要がある。
・どこが安全か？安全な場所（例えば講義室）にケガ人を集約することも必要。
・ ケガ人については後の搬送、車が横づけできるといったことを考えると１階に収容がよい。教
室の安全確認、そこまでのルートが確保できていれば問題ない。
・ 物品については実習室にある物品等、ある物を適宜使用できるようにする。ただし物によって
は鍵がかかっているので誰がマスターキーをもち開錠するかの役割も必要。
・ ケガ人を寝かせる用のブルーシートもどれくらいあるのか把握が必要。学内にもいくつかある
が把握ができていない、オーバルホールにもあるが支部の物である。緊急時なのでその場合は
支部の物でも使用させてもらう。
11）外回り（建物被
害状況確認）
・ トランシーバーを持参しておらずタイムリーに状況報告ができなかった。そのため確認してい
たにも関わらず、他教員から同確認事項（救護者発見や破損状況）の報告があがっており重複
していた。誰がどこのルートに行くのかを本部で一度打ち合わせしてから外回りを開始した方
がよい。
・身の安全を確保する意味において、２人ペアで動くことは大事。
・ 学生および教職員が誰もいない状況で施錠をするように指示があり動いたが、研究棟、実習棟
ともに自動ドアで電気ロックになるのか把握していなかったので判断に困った。今回は「入室
禁止」の張り紙を貼る対応をした。
・ 緊急時は一斉にロック開錠される。施錠するには各自動ドア前にある「OFF」設定をすればよ
いが、そうするとマスターキーがないと入ることができなくなる。破損状況をみて、入室禁止
のレベルを定めて紙に貼っていく方がよい（不用意に入室させない）。実習棟など必要な物品を
取りにいく、誰か人がいた場合逃げることができなくなる。
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校状況を把握しているわけではないため、安否確認
ツールは重要であり、確実なものでなければならな
い。そして効率よく迅速に集約できるシステムとす
るため、継続的に訓練を実施しながら定着化を図っ
ていきたい。また、google フォームは初期費用と
ランニングコストが無料であるが、手際よく集約す
るためには使用方法に慣れておく必要がある。外部
業者が提供する安否確認システムは経費が必要にな
るが集約がより簡潔で、価格も導入しやすい金額設
定になってきているため、今後は安否確認専用シス
テムの導入についても検討が必要となるだろう。
今後は大学の BCP、教職員個人の災害対応能力、
部署間の連携、関係機関との連携、非常用設備、避
難所に関する課題も残っているため、災害対応マ
ニュアルの改訂に向けて継続的に取り組んでいきた
い。
Ⅸ　結論
以上の結果から本学の災害対策は一歩前進するこ
とができた。今後は実践から得られた成果と課題を
踏まえ、BCP を強化した災害対応マニュアルの改
訂版として完成を目指す。その上で災害訓練や研修
の定期的な実施と課題の解決を図り、より本学の災
害対応能力を向上させていきたい。
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Report
Revision of the disaster response manual available at Japanese Red Cross Kyushu 
International College of Nursing and efforts taken for the improvement of 
correspondence abilities during emergency
Yuki SONODA RN, MSC1）　Ayako FUKUSHIMA RN, PHN, MHS1）
Sadami KIYOSUE CN, MNS1）　Narumi OOSHIGE  RN, ME, MPH, DPAI1）
　　Disasters have become large-scaled and diversified in recent years, and a considerable number of 
earthquakes and heavy rain disasters frequently occur in various parts of Japan; for example, the Kumamoto 
earthquake and torrential rains that occurred in the northern region of Kyushu. With the Nishiyama fault 
zone also located in Munakata City, Fukuoka Prefecture, where the Japanese Red Cross Kyushu International 
College of Nursing is located, an earthquake with a seismic intensity of 6 is predicted to occur. In the past, 
disasters caused by strong winds and floods have repeatedly occurred in the vicinity of the Akama Station, 
nearest to our university; therefore, students and faculty members of our university should be vigilant.
　　Disaster response manuals have been prepared and are accessible at our university. However, training 
using the manuals has never been conducted in the past, and their practicality has not been verified. Because 
various kinds of disasters occur throughout the country, establishment of disaster countermeasures is 
urgently required. This time, the crisis management committee was chiefly engaged in revising the manual 
to enable effective handling of disasters that might occur in the vicinity of our university and to improve 
response capabilities at the time of a disaster. According to CSCA principles, disaster drills were found to be 
effective in responding to different disasters using the organization structure and action cards. A cloud-type 
safety confirmation tool utilizing Office and Google Form was introduced, which made it possible to send and 
receive information in the case of a disaster, speeding up and increasing efficiency by collective counting.
　　Based on these results, it has been proposed to revise the disaster response manual reinforcing BCP, 
with a focus on the safety confirmation tool. The results of the construction of disaster training, training, 
safety confirmation tool, and future issues will be reported.
　　Key words:  disaster response manual, disaster drill, safety confirmation tool, university crisis 
management
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